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１．はじめに 

 2016 年の熊本地震や 2011 年の東日本大震災では，被

災地の物資拠点には大量の支援物資が届けられている

のにも関わらず，物資が本当に必要な人に届いていな

いという，いわゆるラストワンマイルの問題が取り沙

汰された．そして，この問題の要因として，「発生ニー

ズが把握できていないこと」や「道路機能の低下を踏ま

えた配送計画ができていないこと」に加えて，物資集積

所から各避難所に配送するという，いわゆる「ハブ－ス

ポークス型の配送」のみに依存した輸送計画自体に無

理があることが考えられる． 

 そこで，本研究では避難所における余剰物資を避難

所間で融通しあう分散型の輸送計画を考慮し，その有

効性について検討を行った．具体的には，香川県におけ

る各避難所の物資を調査するとともに，南海トラフ巨

大地震の６つの基本シナリオ（内閣府 中央防災会議）

における地震動の推定結果をベースに，避難者数の予

測を行い，余剰物資の推計と総走行費用最小化に基づ

く避難所間の物資融通量の推計を行った． 

 

２．研究方法 

 本研究では，災害物流の既往研究１）他を参考に，物

資補完や輸送コストの最小化による災害物流計画を

基本的な方針とした．そのうえで，既往研究では十分

な検討がなされていない分散型の輸送計画に着目し，

より実証的な観点からその有効性の検討を試みた．

具体的には，①香川県の指定避難所における物資の

調査，②南海トラフ巨大地震の地震動予測結果に基

づく水道供給停止日数の推計，③水道停止供給停止

日数に基づく避難者数の推計，④各避難所の不足・予

測物資の推計，⑤橋梁の被災確率の推計，⑥輸送コス

ト最小化に基づく避難所間での物資融通のシミュレ

ーション，を実施した．これにより，各避難所の物資

充足率（各避難所における物資のニーズを避難所間で

の物資融通によりどの程度満たすことができるかを示

す指標として定義）の推移を推計した． 

⑥の分析を進めるにあたり，香川県の細街路も含め

た道路網データを利用した．その結果の一部を図１に

示す．また，各橋梁に対し，地震動による被害発生確率

を表すフラジリティ関数 2)を用い，被害発生シナリオを

モンテカルロシミュレーションにより作成した.被害

が発生した橋梁はグラフにおいて通行不可としたが，

基本的に細街路の利用を想定しているため到達ができ

ない避難所は発生していない．災害時の渋滞は考慮し

ておらず，この点については今後の課題としている．交

通コストの推計のために，グラフ理論における A*アル

ゴリズム法を基にした最短経路計算アルゴリズムを作

成し，避難所間の物資の輸送には最短経路が用いられ

る想定としている．  
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図 1 高松市中心部の道路網 

IV-75 令和4年度土木学会全国大会第77回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - IV-75 -

https://www.google.com/search?q=%E9%A6%99%E5%B7%9D%E5%A4%A7%E5%AD%A6+%E6%9E%97%E7%94%BA&oq=%E9%A6%99%E5%B7%9D%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E3%80%80%E6%9E%97%E7%94%BA&aqs=chrome..69i57j0i512l5.9304j0j15&sourceid=chrome&ie=UTF-8


表 1（南海トラフ巨大地震の避難者数想定） 

本研究の推計 内閣府の推計 香川県の推計 
約 15 万人 約 16 万 2000 人 約 19 万 9000 人 

 

３．分析結果  

 ①に関しては，四国運輸局で把握がなされている

各避難所の物資備蓄データを用いた．一部の地域で

はデータが整備されていなかったため，利用可能な

避難所収容人数と備蓄量のデータを用いた回帰式を

作成し，補完推計を行った．②，③に関しては，既往

の分析事例 2)を参考に，地震被害による断水を要因とし

避難者数を推計した.本研究の推計結果と内閣府なら

びに香川県が公表している避難者数との比較を表 1 に

示す．本研究における避難者数の推計は過小評価なが

らも大きく外れたものではないことを把握できた． 

⑥までの推計を実施し，最終的に得られた充足率の推

移を図 2 に示す．内閣府における南海トラフ巨大地震

の 6 つのシナリオにおいて，各避難所の充足率に対し

各避難所の避難数を重みとした加重平均をとったもの

である．したがって，各避難所単位においても，充足率

にばらつきが発生していることに注意が必要となる．

図 2より，被害レベルが一番低い「基本ケース」が他の

ケースよりも全体充足率が大きいことを把握できる．

これに対して，全体充足率が最も低いのは「最大クラス

ケース」であり，全体充足率が 20%に満たない状態とな

った． 

  図 2 震度シナリオ別の充足率の推移 
 

最後に本研究で導入した分散型輸送計画がどの程度

避難所毎の充足度を高める効果を有しているかについ

て検討した結果を報告する．避難所間で余剰物資を融

通する場合としない場合の充足率を比較した結果を図

3に示す．本分析は備蓄物資の補充を考慮していないた

め，日数が経過するにつれて物資は単調に減少してい

る．ただし，物資を融通しない場合に比べて融通を実施

した場合の方が、充足率が高くなっていることが分か

る．経過日数が 1 日から 4 日においてはその差が見ら

れるが，その後は徐々に物資がどの避難所においても

不足していく．これは備蓄物資だけで融通する場合の

限界を表しているともいえる．しかし，実際問題として

備蓄物資の補充がどこかの避難所で何らかの形で行わ

れればこうした問題は解消できると考える．むしろ，ど

の避難所も物資集積所となりうる環境の構築や各避難

所を拠点とした配送計画の作成がラストワンマイル問

題の解決のうえで重要になろう． 

  図 3 避難所間の物資融通の効果 

４．おわりに 

本研究では，緊急時物流における分散型の輸送計画

について検討を実施した．これは「ハブ－スポークス型

の配送計画ではなく，避難所間での物資融通によって

各避難所の不足物資をできる限り解消することを目的

としている．避難所間で余剰物資を融通するためのル

ールとしては輸送費用最小化モデルを取り入れた．こ

の結果，どのシナリオにおいても避難所に備蓄されて

いる救援物資だけでは十分に発生ニーズを補えるとは

考えることができない結論に至った．これより，融通を

実施した方が各避難所における充足率の格差は小さく

なるものの，各家庭における備蓄や食料品店・ドラッグ

ストアなどの在庫の活用も重要となる．また，分散型輸

送計画は「ハブ－スポークス型の輸送計画と補完的に

運用することで，より一層効果を発揮することも期待

される． 
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